


●上期決算のポイントは記載の通りである

●売上は、海外・日本とも回復を継続した。当社ソリューションへの需要は旺
盛であり、それを捕捉する活動を着実に進めた

●四半期単位では、海外・日本それぞれ状況が異なることを、以下で説明する

●Q1の海外は、好調業界によるけん引と、プリンタ特需によって過去最高の売
上を計上した。日本は、市場・業界によってまだら模様の回復であり、サプラ
イがメカトロに先行して回復基調となった

●Q2の海外は、好調が続いたものの、Q1のプリンタ特需の剥落から前年同期
比の増加率はQ1比で緩やかになった。日本は、全般的に回復が継続した中、一
部の市場ではコロナ前の水準まで復活しており、期初の想定通りとなった

●利益状況のポイントは、Q2に入って、業績に影響を与えるリスクが顕在化し
てきたことである。一方で、好調業界に注力した活動や、成長投資など基本戦
略は着実に実行した

●業績リスクは、プリンタの電子部品や、ラベルの原材料、輸送費などのコス
トの上昇である。加えて、コロナによるロックダウンの影響で、海外のプリン
タ工場での大幅な稼働減から、供給制約があった

●戦略実行は、好調業界に注力する戦略を着実に遂行する一方で、サプライの
先行回復によるプロダクトミックス変化の影響から、一時的に粗利率が低下し
た。また営業活動の活発化による経費の戻りなどがあった

●以上をまとめると、旺盛な需要に応えながら売上を伸ばしたものの、製造コ
ストの増加や商品の供給制約など、利益にインパクトのあるリスクがQ2から顕
在化した
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●上期のハイライトは記載の通りである

●連結では、海外・日本ともに好調業界に注力して、前年同期比で増収・増
益となった。ただし、Q2単独では、売上は堅調も、コストの増加や成長投
資によって営業利益は横ばいだった

●自動認識ソリューション事業の海外は、全地域で増収・増益となった

●ベース事業は、欧米販社がターゲットとしているリテール市場は引き続き
好調である。アジアでは、ターゲットのマニュファクチャリング市場を中心
に収益を伸ばした

●プライマリー専業は、引き続き、生活インフラ業界向けが好調に推移した

●日本も、増収・増益となった

●全体的には回復が継続しているが、業界単位で見ると、回復状況はまだら
模様が続いた

●Q2は、売上は堅調だったものの、原材料価格の上昇や成長投資の費用が
増加したこと、これに円安による輸入コスト上昇も加わって減益となった
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●前スライドのハイライトの主な数字は、表の通りである

●上期は、主に海外事業の増収・増益により、計画に対して連結売上高で
6.3%、営業利益は15.8%上回って着地した
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●こちらは、Q2単独の売上高と営業利益である

●自動認識ソリューション事業は、増収の一方で、原価や輸送費の上昇など
が影響して減益となった
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●こちらは、連結の売上高と営業利益の四半期推移である

●Q2単独の営業利益は、IDP事業を含む連結では、前年比-1.0%だった。
営業損失があったIDP事業を除いた、自動認識ソリューション事業のみで
は、-11.5%だった
●これは原材料などのコストの増加影響などに起因しており、背景は「ハイ
ライト」のページで説明した通りである
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●こちらは上期の連結業績である

●主に海外事業がけん引して増収・増益となった

●当期純利益が、前年同期比で大幅減の要因は、20年9月のDataLase社の
全株式譲渡に伴い、19年度の同社減損損失に係る法人税等調整額を昨年度
Q2に計上したことが背景である
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●こちらはQ2単独の連結業績である

●上期全体と比較して売上は堅調に伸長しているものの、コスト増などによ
り、営業利益は横ばいだった

●純利益が前年同期比で大幅減の背景は、前のスライドと同様である
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●ここからはQ2単独の各状況を説明する

●海外事業のQ2単独は、売上は順調に伸長して全地域で増収だったが、営
業利益は微増となった

●これは主に、製造コストの増加や、サプライとプリンタのプロダクトミッ
クスの変化より粗利率が低下したことに起因する
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●こちらは海外の四半期ごとの推移である

●売上は今年度のQ1には及ばなかったが、これに次ぐ過去2番目に高い水準
だった
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●海外のベース事業とプライマリー専業のQ2単独の動向である

●ベース事業のサプライは、米州・欧州において、ターゲット市場のリテー
ルで物流量が大幅に増加し、アジアでは製造業のお客さまの生産活動が継続
回復したことから、売上が伸長した

●プリンタは、一部の機種で供給制約があったが、好調業界への注力や、航
空輸送の活用でお客さまの需要に応えて売上を伸ばした

●相対的に粗利率が低いサプライの売上構成比の増加やプリンタの供給制
約、原材料価格の上昇によって営業利益の伸びは限定的となった

●プライマリー専業は、生活インフラ業界の好調さに加え、経済の回復によ
る消費活動の活性化が追い風となり、既存顧客からの新規案件獲得など深耕
活動も進み、売上が伸長した

●従前よりコスト低減活動に取り組んできたが、全地域での原材料価格の上
昇が影響して減益となった
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●こちらは海外の事業別での四半期ごとの推移である

●ベース事業の売上は、Q1に続く過去2番目に高い水準だった。一方、営業
利益は前のスライドで説明した通り、諸コストの上昇で前年同期比の伸びは
限定的だった

●プライマリー専業の売上は過去最高だった一方、営業利益はコスト上昇を
受けて前年同期比で減少した
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●ここから、海外を地域別に説明する

●米州はQ2単独では、増収・減益となった

●ベース事業は、好調なリテール市場の大手顧客へのサプライ販売が大きく
伸長した一方、プリンタの供給制約があった

●原紙などの原材料の価格高騰に対し、価格転嫁方針に基づいて活動してお
り、効果は下期以降に発現すると想定している

●営業活動の活発化などから、販管費は前年比で増加した

●プライマリー専業は、好調さが継続して増収・増益となった

●価格転嫁を進めたものの、それを上回る原価高や為替影響から、営業利益
の伸びは限定的となった
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●こちらは米州の四半期ごとの推移である

●プライマリー専業の売上は、好調を反映し、過去最高だった今期のQ1に
次ぐ、過去2番目に高い水準だった
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●欧州はQ2単独では、増収・減益となった

●ベース事業は、ターゲットの食品スーパーや外食業界の需要捕捉により、
売上が増加した

●特に英国の食品ラベル表示規制の施行に向け、表示用途のプリンタやラベ
ルの需要が拡大した一方、米州同様欧州でも、プリンタの供給制約や原材料
価格の上昇、前年同期比での販管費増加があった

●プライマリー専業は、米州と同様に好調だったが、業容拡大に伴う製造体
制強化による原価上昇や、販管費の増加などから減益となった
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●こちらは欧州の四半期ごとの推移である

●プライマリー専業の売上は、米州と同様に好調を反映し、四半期で過去最
高となった
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●アジア・オセアニアでは、Q2単独で増収・増益となった

●ベース事業は、全ての販社で売上を伸ばした

●主にターゲットの製造業が回復し、とりわけ自動車や電機・電子部品が好
調に推移した

●販社別では、中国や台湾のArgoxのほか、タイやインドネシア、ニュー
ジーランドなどが特に好調だった

●増収効果により増益となり、営業利益率は6.3%から10.5%へ、4.2pt改
善できた
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●こちらはアジア・オセアニアの四半期ごとの推移である

●売上は、ターゲットであり、かつサトーが強みを生かせるマニュファク
チャリング市場に注力した成果が実り、四半期で過去最高となった
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●日本事業は、前年同期に特需や大口案件があったものの、それ以上に好調
業界の需要が強かったことから、増収となった

●各市場の業界別の回復度合いは、依然としてまだら模様である

●戦略的に好調業界への取り組みを強化していることから、例えばスーパー
など相対的に販売価格の低い業界向けのプリンタ販売が伸長し、メカトロ自
体の粗利率が低下した

●販管費は、プリンタの納期対応に伴う船便から航空便への切り替えによる
輸送コストの上昇や、営業経費の戻りなどにより増加し、Q2単独では減益
となった
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●QoQでは、売上は増加したが、前のスライドでの説明通り、諸コストの増
加から営業利益は減少となった
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●上期の市場別傾向は、ロジスティクス、リテール、公共が19年度水準近
くまで戻った、またはそれ以上に回復した

●一方、高粗利の取引が比較的多いマニュファクチャリング、ヘルスケア市
場の回復は時間を要すると見ている

●国内市場別状況のポイントは、次からのQ2単独スライドで説明する
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●国内市場別の売上状況は以下の通りである

●マニュファクチャリング：電子部品や化学などは、サプライ・メカトロと
もに好調である一方、半導体などの部品供給不足から、自動車や電機、鉄鋼
などは、特にメカトロで苦戦した
●マニュファクチャリング市場全体の商談件数・額はコロナ前とそん色ない
ものの、同一業界でも投資意欲の回復度合いは、企業ごとにまだらな状況が
継続している

●ロジスティクス：EC業界の活況により、物流量が継続的に増加し、自動
化やデジタル化のニーズが堅調であり、サプライ･メカトロとも伸長した

●リテール：食品スーパーは依然として好調であり、EC化を進める小売業
の人手不足による自動化ニーズも継続するなど、メカトロが大きく伸長した
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●ヘルスケア：構成比の高い病院外来が回復傾向だったことから、医療機器
メーカーや病院内で使用されるサプライは伸長した。メカトロは、前年の医
薬品業界向け大口商談の剥落で減少した

●フード：全体的に回復基調にあるものの、緊急事態宣言によりお客さまの
活動が限定的だったことなどにより、前年比でサプライは微減、メカトロは
減少となった。ただし、法令対応や品質管理意識の高まりを背景に、トレー
サビリティや業務効率化の商談が増加している

●公共：外部環境は安定しているが、大口受注の動向に業績が左右される。
サプライは新規案件を積み上げて増加した。大口顧客からの受注があり、メ
カトロは大きく伸長した
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●配当に関しては、将来の成長に資する投資や、不確実性に対応できる経営
資源の確保などを総合的に勘案した上で、安定配当を継続し、中間35円、
期末35円の合計70円を予定している
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●こちらは、21年度の連結業績計画である (表中のカッコ内は期初計画)

●通期では、売上を上方修正、営業利益以下を据え置いた

●下期では、売上は上方修正、営業利益以下は下方修正した。これは、引き
続き需要が旺盛なことから売上を伸長させる一方、営業利益以下は、期初に
想定していなかったリスクを織り込んだ
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●こちらは下期の営業減益見通しの要因と、短期・中長期の対応策である

●減益要因として期初には想定していなかったコストを説明する

●プリンタに関するものは、製造コストと輸送コストの上昇である。次のス
ライドで背景を説明する

●ラベルに関するものは、原紙などの原材料が値上がりしており、それによ
る減益インパクトである

●戦略投資であるDX化投資のスコープ拡大により、販管費の増加を見込ん
でいる

●これら想定外のコストへの対応策は3点ある

●1点目は、前期より進めている、好調業界への高付加価値ソリューション
の提供を加速する。後ほど事例を紹介する。加えて、早期に結果につながり
やすいリプレイスの加速など、プリンタの拡販にも取り組む

●2点目は、価格の転嫁と販管費の効率執行を進める

●3点目は、昨年度後半より進めている、日本事業の収益力強化である。こ
れは今期のみでなく、将来、今回のような想定外の事態が起こっても、それ
に耐えられる収益体質となるよう、骨太な構造を持つ企業へと変革させる取
り組みである
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●こちらは前ページで触れた、下期の減益見通しにおいて、プリンタに関す
る要因を示したもので、左側が外部要因、ブルーの部分が、それによる当社
への影響を表している

●減益要因である輸送コストと製造コストの上昇は、旺盛な需要、ロックダ
ウン、半導体不足の3つの外部要因につながっている

●中段のロックダウンは、当社のマレーシアとベトナムにおける工場の稼働
減に直接影響し、旺盛な需要に応えるための航空便の活用による輸送コスト
の上昇につながる

●ロックダウンは自社工場のみならず、サプライヤ工場の稼働減にも影響し、
既存部材の供給減や長納期化を引き起こしている。これが当社の工場の稼働
減につながる

●半導体不足は、既存部材の供給減や長納期化に影響し、当社の工場の稼働
減、市中での価格が高騰した部材の購入、そして代替部材の確保につながる

●市中部材の購入は製造コストの上昇になり、代替部材の確保も、それに
よって基板デザインの変更が必要になるため、その結果、製造コストの上昇
につながる
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●こちらは、減益要因と対応策の影響見込みを規模と期間で示したもので、粗
利と販管費に分けて説明する

●総論では、減益要因は下期に増大するも、主なものは22年度以降には一服し、
対応策の効果は、主にQ4以降に増大すると見ている

●以下に具体的に説明する

●粗利については、プリンタの製造コスト上昇の影響が大きい。影響を及ぼす
期間は、Q2から発現して下期に増大し、22年度も続く可能性がある

●ラベルの原材料価格上昇も影響が大きく、期間はQ2より顕在化して下期にも
う一段上昇し、その後も継続する可能性がある

●対応策の１つ目は、高付加価値ソリューション提案による新規商談の創出と、
現在の見込み商談の確度を上げて早期にクロージングすることである。同時に
早期に効果を享受できるプリンタのリプレイス活動などにも一層注力する。こ
れによる影響は中程度で、期間はQ3より徐々に発現してQ4に今期のピークを
迎える

●2つ目は、プリンタ及びラベルの価格転嫁及びコストダウンである。この影響
は大きく、段階的に活動を拡大させる

●販管費については、プリンタの輸送費の上昇で、中程度の影響がある。Q2か
ら発現して下期にピークを迎えるが、今期で一服すると見ている

●戦略投資のスコープ拡大による影響は中程度で、下期限定で発生を見込んで
いる

●対応策は販管費の効率執行であり、開発費の精査・見直しや働き方の工夫に
よる効率化などに多面的に取り組む。影響は大きく、緊急対応は下期限定の計
画だが、日本事業の収益力強化として引き続き注力する
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●こちらは、好調業界・用途にターゲットを絞った高付加価値ソリューショ
ンの事例である

●米国のオフプライスリテーラーは、ディスカウントストア的な業態であり、
コロナで経済が必ずしも良好でない環境下でも、業績は非常に好調である。
取扱量が大幅に増えている一方、スタッフを増やすことが難しく、生産性向
上のニーズが根強い。そのため物流センターでのタギング用途において、プ
リンタやラベルの需要が旺盛である。大型の自動化案件も進めている

●欧州では、ファストフード業界に注力している。これは英国と同様に、食
品ラベル表示規制の強化が欧州全土で進んでおり、プリンタとラベルの需要
が旺盛だからである。ソフトウェア・ベンダーをパートナーに取り込み、効
率的に欧州地域で拡販している

●日本では、好調な食品スーパー業界に対し、店内の多様な用途を統合して
提供するワンストップのプリンティング・クラウド・ソリューションでの差
異化により、既存・新規のお客さまを攻略している

●また電機・電子業界は、5Gや在宅勤務の広がりで大変好調である。商品
の高機能化やライフサイクルの短命化によって、製品自体の部品点数が飛躍
的に増加しており、その部品管理は煩雑である。大手の企業でも、手作業で
製造工程への入出庫や棚卸しているといったお困りごとに対し、RFIDを活
用したソリューション商談を進めている
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●こちらは日本事業の収益力強化策についてである

●ターゲット業界の重点顧客の新規・深耕開拓に、営業担当が集中して取り
組める体制強化が不可避である。そのため、社内のバリューチェンを見直し、
多くの人財がお客さま接点を増やす活動を進め、一人当たりの付加価値と生
産性を向上させる。強化策は4点ある

●１つ目は、売り方の改革であり、上期に引き続きマーケティング活動由来
の商談創出や、保守担当やSE担当による拡販活動を進める。営業が担って
いる業務を、機能別に分担して最適化する取り組みである

●２つ目は、誰もが商談を効率的に優位に進めるために「キラーコンテンツ
の強化」、いわゆる製品ライナップの強化が必須である。

例えば、上期に上市した業界横断で活用が期待できる、UHFとNFCの両方を
搭載したRFID機能と温度ロガー機能を組み合わせたサプライによって、差
別優位性を発揮できるソリューション提案が可能となり、多くの商談創出に
つながっている

●３つ目は、社内のバリューチェーンの最適化・効率化である。

例えば、営業拠点が担っていたバックオフィス業務や小口のお客さまのフォ
ローをオペレーション・センターに集約するなど、営業拠点の人財が、ター
ゲットのお客さまに集中して活動できる体制整備を進める

●4つ目の原価低減は、モノづくり部門によるコスト低減目標を踏まえ、工
場のスマート化などに取り組む。加えて、需給や生産性を鑑みた計画的な設
備投資による効率化や生産工程の自動化、購買改革などの最適化にも引き続
き取り組む

29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43


